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重 要 事 項 説 明 書 

 

1.担当の介護支援専門員（ケアマネジャー） 

氏   名  

 

2.事業者（法人）の概要 

事業所（法人）名 特定医療法人 生仁会 

所 在 地 岐阜県高山市国府町村山 235 番地 5 

連 絡 先 0577-72-2100 

代 表 者 名 理事長  加 藤 秀 明 

 

3.居宅介護支援事業所の概要 

（1）事業所の所在地 

事 業 所 名 須田病院居宅介護支援事業所 

所 在 地 岐阜県高山市国府町村山 235番地 5 

連 絡 先 0577-72-5099 

事 業 所 番 号 指定番号 2113000398号 （岐阜県） 

管 理 者 名 野 中 康 代 

（2）営業日及び営業時間 

営 業 日 月曜日から金曜日 

営 業 時 間 午前 8時 15分から 17時 15分 

営 業 時 間 外 携帯電話・転送電話にて 24時間連絡可能な体制 

     ※日曜日・年末年始（12/30～1/3）・当法人で定められた日は休み 

(3)職員体制 

従 業 員 の 職 種 人 数 常 勤・非 常 勤 備 考 

主任介護支援専門員    1名     常 勤 管理者 

介護支援専門員        

 

(4)サービスを提供する実施地域 

サービスを提供する実施地域 高山市（高山地域・国府地域） 飛騨市 
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4.事業の目的及び運営の方針 

事業の目的 介護保険法令に従い、要介護状態にある利用者に対し適切な居宅介護支援サ

ービスを提供することを目的とする。 

運営の方針 （1）利用者が可能な限り居宅において、その有する能力に応じた自立した

日常生活を営むことができるよう配慮したものとする。 

（2）利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者自ら

の選択に基づき適切な保健医療サービス及び福祉サービスが多様な事業者

から総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行う。 

（3）利用者の意志及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って提供され

る居宅サービスが特定の種類または特定の事業者に不当に偏ることのない

よう公平中立に行う。 

（4）事業を行うにあたっては、利用者の所在する市町村、地域包括支援セ

ンター、他の居宅介護事業者、介護保険施設、福祉サービス事業者等との連

携に努める。 

 

5.居宅介護支援の内容 

（1）居宅介護支援の内容 

アセスメント 利用者宅を訪問し、心身の状況や生活環境などを把握し、課題を分

析します。居宅ガイドライン方式 

サービス調整 アセスメントの結果を踏まえ、利用する介護サービス事業者等へ連

絡調整を行います。 

ケアプラン作成 介護サービス等を利用するためのケアプランを作成します。 

サービス担当者会議 介護サービス事業者等が集まり、ケアプランの内容等にて話し合い

ます。 

モニタリング 少なくとも 1月に 1回は利用者と面接を行い、利用者の心身の状態

やケアプランの利用状況について確認します。 

給付管理 ケアプラン作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、国

民健康保険団体連合会に提出します。 

要介護認定の申請に

係る援助 

利用者の要介護認定の更新申請や状態変化に伴う区分変更申請を円

滑に行えるよう援助します。利用者が希望する場合、要介護認定の

申請を代行します。 

介護保険施設等の紹

介 

利用者が自宅での生活が困難になった場合や利用者が介護保険施設

等の入所を希望した場合、利用者に介護保険施設等に関する情報を

提供します。 
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（2）居宅介護支援の業務範囲外の内容 

 介護支援専門員は、ケアプランの作成やサービス調整等を行いますが、下記に示すような内

容は業務範囲外となります。これらの要望に対しては、必要に応じて他の専門職等を紹介いた

します。 

 

居宅介護支援の業務範囲外の内容 

● 救急車への同乗 

● 入院時の手続きや生活用品調達等の支援 

● 家事の代行業務 

● 直接の身体介護 

● 金銭管理 

 

6.利用料金 

 要介護または要支援の認定を受けた方は、介護保険からの全額給付により自己負担は発生し

ません。ただし、保険料の滞納により法定代理受領ができない場合、1 ヶ月につき要介護度に

応じた下記の金額を頂き、事業所からサービス提供証明書を発行します。後日、サービス提供

証明書を保険者の窓口に提出すると、全額が払い戻されます。 

（1）居宅介護支援利用料 

居宅介護支援（ⅰ） 介護支援専門員 1人あたりの利用者 45件未満 要介護 1･2 1,086単位 

要介護 3･4･5 1,411単位 

居宅介護支援（ⅱ） 介護支援専門員 1人あたりの利用者 60件未満 要介護 1･2 544単位 

要介護 3･4･5 704単位 

居宅介護支援（ⅲ） 介護支援専門員 1人あたりの利用者 60件以上 要介護 1･2 326単位 

要介護 3･4･5 422単位 

（2）加算 

初回加算 新規として取り扱われる計画を作成した場合 

・新規に居宅サービス計画を作成する場合 

・要支援者が要介護認定を受けた場合 

・要介護状態が 2区分以上変更された場合 

300単位 

入院時情報連携加算

(Ⅰ) 

病院又は診療所に入院した日のうちに、当該病院又は診療所の職員に

対して必要な情報を提供していること 

※入院日以前の情報提供を含む 

※営業時間終了後または営業日以外の日に入院した場合は入院翌日

も含む 

250単位 

入院時情報連携加算

(Ⅱ) 

病院又は診療所に入院してから入院した日の翌日または翌々日に、当

該病院又は診療所の職員に対して必要な情報を提供していること 

※営業時間終了後に入院した場合であって、入院日から起算して 3日

目が営業日でない場合、その翌日を含む 

200単位 

退院・退所加算（Ⅰ）イ 

 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係る必要な情報

提供をカンファレンス以外の方法により一回受けていること 

450単位 
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退院・退所加算（Ⅰ）ロ 

 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係る必要な情報

提供をカンファレンスにより一回受けていること 

600単位 

 

退院・退所加算（Ⅱ）イ 

 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係る必要な情報

提供をカンファレンス以外の方法により二回受けていること 

600単位 

 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ 

 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係る必要な情報

提供を二回受けており、うち一回はカンファレンスによること 

750単位 

 

退院・退所加算（Ⅲ） 病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係る必要な情報

提供を三回以上受けており、うち一回はカンファレンスによること 

900単位 

通院時情報連携加算 利用者が医師または歯科医師の診察を受ける際に同席し、医師または

歯科医師等に利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を

行い、医師等から利用者に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅

サービス計画等に記録した場合 

50単位 

ターミナルケアマネジ

メント加算 

在宅で死亡した利用者に対して終末期の医療やケアの方針に関する

当該利用者またはその家族の意向を確認した上で、死亡日及び死亡日

前 14 日以内に 2 日以上居宅を訪問し心身状況を記録し、主治医及び

居宅サービス計画に位置付けたサービス事業者に提供した場合算定 

400単位 

 

特定事業所医療介護連

携加算 

前々年度の3月から前年度の2月までの間においてターミナルケアマ

ネジメント加算を 15 回以上加算していること 

125単位 

緊急時等居宅カンファ

レンス加算 

病院又は診療所の求めにより当該病院又は診療所の職員と共に利用

者の居宅を訪問し、カンファレンスを行い、必要に応じて居宅サービ

ス等の利用調整を行った場合 

200単位 

特別地域加算居宅介護

支援加算 

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和 3年法律第 19

号）第 2条第 2項により公示された過疎地域 

所定単位

数の 15％ 

介護職員等処遇改善加

算 

ケアプランデータ―連携に加入し実績報告を行う 所定単位

数の 2.1％ 

（3）減算 

運営基準減算 
 

所定単位数の 50％を減算 
運営基準に沿った適切な居宅介護支援が提供で

きていない場合 

特定事業所集中減算 
 

所定単位数から 200 単位を減算  
正当な理由なく特定の事業所に 80％集中した場

合（訪問介護・通所介護・福祉用具貸与・地域

密着型通所介護） 

業務継続計画未実施

減算 

所定単位数の 1.0％を減算 業務継続計画の策定と計画に従い必要な措置が

講じられていない場合 

高齢者虐待防止措置

未実施減算 

所定単位数の 1.0％を減算 虐待の発生またはその再発を防止するための措

置が講じられていない場合 

（4）その他 

交 通 費 サービスを提供する実施地域にお住まいの方は無料です。それ以外の地域の方は
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ケアマネジャーがお訪ねするための交通費の実費が必要です。 

解 約 料 解約料は一切かかりません。 

7．相談・苦情の窓口 

（1）事業所の相談窓口 

相談・苦情の担当者 野 中 康 代 

連 絡 先 0577-72-5099 

（2）その他の相談窓口 

高山市市民福祉部 高年介護課 連絡先 0577-35-3178 

飛騨市地域包括ケア課 介護保険係 連絡先 0577-73-7469 

岐阜県国民健康保険団体連合会 連絡先 058-275-9820 

 

8.秘密保持 

  事業者が得た利用者やその家族の個人情報は、介護サービスの提供以外の目的では原則とし

て使用しません。サービス担当者会議などで利用者やその家族の個人情報を使用する場合は、

利用者及びその家族の同意を事前に文書で得ることとします。 

 

9.事故発生時の対応 

  利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の

家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、利用者に対する指定居宅介護支

援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

 

10.医療との連携 

居宅介護支援事業所と入院先医療機関との連携がスムーズに図れるよう、利用者が入院した

場合には、担当ケアマネジャーの氏名及び連絡先を入院先の医療機関にお伝えください（お渡

しした名刺等をご提示ください） 

利用者が医療サービスの利用を希望している場合その他必要な場合には、利用者の同意を得

て主治の医師の意見を求めるとともに、当該意見を踏まえ作成したケアプランを主治の医師に

交付します。 

訪問介護事業所等から伝達された利用者の口腔に関する問題や服薬状況、モニタリングの       

際にケアマネジャー自身が把握した利用者の状態等について、ケアマネジャーから主治の医師

や歯科医師、薬剤師に必要な情報伝達を行います。 

 

11.公平中立なケアマネジメントの確保 

複数事業所の説明等 利用者は、ケアプランに位置付ける介護サービス事業所等について、

複数の事業所の紹介や、その選定理由について事業者に求めること

ができます。 

前 6 ヶ月間のケアプ 事業者が前 6 ヶ月の間に作成したケアプランにおける「訪問介護」「通
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ランにおける訪問介

護等の利用割合 

所介護」「地域密着通所介護」「福祉用具」の利用割合等を別途資料

にて説明しました。 ※別途資料 1 

                       

12.虐待の防止のための措置 

 高齢者虐待防止法の実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、虐

待防止に関する下記の措置を講じます。 

（1）虐待防止委員会の開催 

（2）高齢者虐待防止のための指針の整備 

（3）虐待防止研修の実施 

（4）専任担当者の配置 

虐待防止に関する担当者 野 中 康 代 

  

 13.業務継続に向けた取り組み 

 感染症や自然災害の発生した場合にあっても、利用者が継続して居宅介護支援の提供をうけ

られるよう、業務継続計画を策定するとともに、当該計画に沿った研修及び訓練を実施します。

また、他法人との協定を結び業務継続に向け取り組みます。 

協定先事業所 

事業所名 管理者 住所・連絡先 

居宅介護支援事業所こくふ 大塚 ゆか 岐阜県高山市国府町広瀬町 0577-72-6257 

ケアサポート高桑 高桑 克仁 岐阜県高山市国府町瓜巣  0577-72-3674 

 

14.感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

 感染症の発生及びまん延を防止できるよう、下記の措置を講じます。 

（1）感染対策委員会の開催 

（2）感染症及びまん延防止のための指針の整備 

（3）感染症及びまん延防止のための研修及び訓練の実施 

（4）専任担当者の配置 

感染防止に関する担当者 野 中 康 代 

 

15.身体的拘束等の原則禁止 

 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き身体

的拘束を行いません。身体的拘束を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

 

16.事業計画及び財務内容について 

事業計画及び財務内容については、利用者及びその家族にとどまらず全ての方に対し、求め 

があれば閲覧することができます。（法人のホームページまたは情報公表システム） 
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（別途資料 1） 

前 6ヶ月間のケアプランにおける訪問介護等の利用割合等 

         

１.集計期間 

集計期間 令和 7 年 9 月 1 日 から 令和 8 年 2 月 28 日 まで 

 

2.前 6ヶ月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、地域密着

型通所介護の各サービスの利用割合 

 

総プラン件数 344件 

 

サービス種別 利用割合（％） 

訪問介護 24.71％     85件 

     通所介護     42.74％     147件 

福祉用具貸与     46.52％     160件   

地域密着型通所介護     15.7％     54件 

 

3.前 6ヶ月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、地域密着

型通所介護の各サービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合 

 

サービス利用 提供事業所名・利用割合（％） 

訪問介護 高山市福祉サー

ビス公社 

  

45％ 

新生メデイカ

ル  

 

  

14％ 

ヘルパーい

ちい 

 

 11％ 

通所介護 まんてん  34％ 高山市福祉サ

ービス公社 

21％ ひまわり  17％ 

福祉用具貸与 株）トーカイ  41％ ケアサポート

洞口 

33％ 高山市福祉

サービス公

社 

25％ 

地域密着型通所介護 ほのぼのオレン

ジ 

 50％ 宙 22％ すこやか  20％ 

 

 

  本書面により、居宅介護支援の提供に際して上記内容を説明致しました。 

 
 


